
 

 

美浜発電所３号機２次系配管破損事故調査委員会 

（第１回） 

 

議事次第 

 

１．日時 平成１６年８月１１日（水）１７：００～１９：００ 

２．場所 経済産業省国際会議室（本館１７階西２） 

３．議題 

(1) 美浜発電所３号機２次系配管破損事故の概要について 

(2) 現地調査の結果について 

(3) 配管破損部位に対する点検の考え方、点検の状況について 
(4) その他 

 

配付資料一覧 

 

資料１－１ 美浜発電所３号機２次系配管破損事故の概要について 

資料１－２ 美浜発電所３号機２次系配管破損事故調査委員会による現地調査結果

の概要 

資料１－３－１ 美浜発電所３号機の破損箇所に係るこれまでの検査実施状況 

資料１－３―２ 我が国における配管減肉に関する対応の経緯 

資料１－３－３ 原子力安全・保安院における当面の対応  

 

（参考資料）美浜発電所３号機２次系配管破損事故調査委員会の設置について 









































資料１－２

美浜発電所３号機２次系配管
破損事故調査委員会による
現地調査結果の概要

平成１６年８月１１日



現地調査の概要

（１）日時：平成１６年８月１０日（火）

（２）場所：関西電力（株）美浜発電所３号機タービン建屋２階

（３）調査委員

辻川 茂男 東京大学名誉教授

（原子炉安全小委員会及び事故故障対策ＷＧ）

宮 健三 慶應義塾大学大学院理工学研究科教授

（原子炉安全小委員会及び事故故障対策ＷＧ）

（４）調査状況

１２：５０～１３：３０ 関西電力（株）からの説明

１３：３０～１４：００ 現場確認



概略系統図



タービン建屋２階(EL10.0M）機器配置図



復水配管の破口部スケッチ図（事業者作成）



復水配管のオリフィス下流側からオリフィス方
向へ見た右外側破断面(a方向から撮影）



復水配管のオリフィス下流側から脱気器方向
へ見た左周方向破断面（ｂ方向から撮影）

残留水



復水配管のオリフィス下流側から脱気器方向
へ見た左周方向内側破断面（c方向から撮影）

配管外側

配管内側



復水配管のオリフィス下流側から脱気器方向
へ見た右内側破断面(d方向から撮影）

サポート部



復水配管のオリフィス下流側からオリフィス方向
へ見た左軸方向内側破断面（拡大図）

(ｅ方向から撮影）

配管内側

配管外側



復水配管のオリフィス下流側から脱気器方向
へ見た右軸方向内側破断面（ｆ方向から撮影）

配管内側
配管外側



両委員からの今後の課題としてのコメント

（１）関西電力（株）の「減肉に対する管理方式」

（２）同様な事故である米国サリー原発の教訓をどう反映していた
のか

（３）オリフィスによる流況の乱れと減肉率の関係

（エロージョン・コロージョン）

（４）２８年間無検査であったことの説明

（５）今後の検査の在り方の検討の必要性

（６）その時の検討の視点

（７）破口状況の説明（応力解析）

（８）パイプラインのガスによる破損実績の文献調査（バルジ効果）

（９）水平展開の必要性の検討



資料１－３－１ 

美浜発電所３号機の破損箇所に係るこれまでの検査実施状況 

 

平成１６年８月１１日 

原子力安全・保安院 

 

 原子力発電所の運転段階では、電気事業法等に基づき、設備の重要度

を考慮して、国による定期検査等、事業者による定期事業者検査（昨年

１０月以前は事業者による自主検査）が実施されている。 

当該破損箇所は、ＰＷＲの２次系配管であり、事業者が管理指針（「原

子力設備２次系配管肉厚の管理指針（平成２年５月制定）」）を定め、自

主的に点検（肉厚測定）を行うこととなっている。 

また、当該破損箇所には、「発電用原子力設備に関する技術基準を定

める省令」において、「発電用火力設備に関する技術基準を定める省令」

が準用（具体的には、「発電用火力設備の技術基準の解釈」が適用）さ

れている。同解釈に規定されている日本工業規格ＪＩＳ Ｂ ８２０１（１

９９５）「陸用鋼製ボイラー構造」の計算式により求められる当該配管

の必要肉厚は 4.7mm となる。 
 

○関西電力による検査の状況 

 

 破損箇所を含む２次系配管については、米国サリー原子力発電所にお

ける配管破損事故（昭和 61 年 12 月）を受け、事業者が上記管理指針を

定め、自主的に点検（肉厚測定）を行ってきている。なお、当該管理指

針については、当時の資源エネルギー庁へ事業者から提出されている。 

 

 関西電力によれば、美浜発電所３号機においても当該管理指針に基づ

き自主点検を行ってきたとしているが、破損部位については管理指針で

は点検対象範囲として定められていたものの、管理指針策定以前も含め

てこれまで一度も点検を行っていないとのこと。 

 

また、関西電力は、美浜発電所３号機の定期安全レビュー報告書（平成

１２年５月）において、「我が国では、減肉の予想される蒸気・水の二相

流配管はもとより、給水・復水配管についても、曲管部、合流・分岐部

を中心に昭和６０年頃からＰＷＲ点検計画として計画的な肉厚測定が行

われており、当時、特に異常な減肉を示している部分は認められなかっ

た。（中略）ＰＷＲ点検計画は、各ユニットの膨大な箇所の肉厚測定を数

年間で実施するものであり、現在は、より合理的な点検基準を策定し運

用している」と記載している。 



我が国における配管減肉に関する対応の経緯

 

平成１６

原子力

１．サリー原子力発電所２号機の事故状況と原因 

 

（１）事故状況 

米国サリー原子力発電所２号機（加圧水型、定格出力８１．

９７３年運開）は、定格出力運転中のところ、１９８６年１２

発生器の主蒸気隔離弁が閉止し、原子炉がトリップした。 

原子炉トリップ後、タービン建屋にある二次系の給水ポンプ

素鋼、口径４５０mm）が破断した。このため、作業員８名が火

名が死亡した。 

米国原子力規制委員会の調査によれば、配管の破断は、破断

内面が著しく減肉しており、原子炉トリップ後の二次系の通常

力変動に耐えられなかったため発生したものである。 

 

（２）減肉の原因 

   配管内面の著しい減肉は、当該破断部の配管組合せ形状（分

による流れの影響、流体温度（１００℃～２００℃）、水質管

悪条件が重なったことによる腐食・浸食作用によって生じたも

る。 

    破断部の減肉状況は、次のとおり。 

 

       公称肉厚            12.7mm 

       設計必要肉厚          9.2mm（破裂限界

       エルボ全体の平均的な減肉状況   3mm～9.9mm 

       局部的な減肉部              1.2mm 

        

２．サリー事故当時の我が国の減肉管理の状況と事故後の措置 

 

（１）減肉管理の状況 

① 二次系配管及び給・復水系配管についても、曲管部等を主
管の点検に準じた頻度で事業者による自主的な肉厚測定を

② 徹底した水質管理を実施。 
資料１－３―２

 

年８月１１日 

安全・保安院 

 

１万ｋW、１

月９日、蒸気

入口配管（炭

傷し、うち４

部付近の配管

起こりえる圧

岐管と曲管）

理の問題等の

のとされてい

肉厚 2.3mm） 

体に一次系配

実施。 



③ 給水・復水配管については、異常な減肉傾向が認められない。 
④ 蒸気タービンの抽気管等二相流部の曲管は、特に入念な点検が行われ、
５～８割の箇所を耐腐食性等に優れた配管材料に取替え。 

 

（２）事故後の措置 

念のため、減肉傾向を詳細に把握するため、PWR については昭和６０年から

実施されている PWR プラントの拡大点検計画を継続し、BWR については代表プ

ラントを選定して詳細点検を行う。 

 

（３）詳細点検の結果 

 

①ＰＷＲ 

 昭和６０年度から３～５年で計装配管等の小口径配管以外の主要配管の曲

管等について拡大調査計画による点検を実施した。 

 

②ＢＷＲ 

 運転時間６万時間以上のプラントの中から代表プラント（福島第一１号、

浜岡１号、敦賀１号及び島根１号）を選定し３年間程度詳細点検を行った。

また、その他のプラントについても、サリー事故該当部及び給水制御弁出口

部等について点検を行った。 

 

③点検の結果 

 点検の結果を BWR と PWR で比較すると、PWR の方が多くのプラントで減肉が

認められた。 

 

３．ＰＷＲプラントの配管減肉検査の現状 

 PWR プラント事業者は、上記の昭和６０年からの調査データを統計的に評価

し、今後の PWR２次系配管の減肉に対する管理方法をとりまとめた標記指針を

作成し、平成２年５月、当時の資源エネルギー庁公益事業部に届け出た。現在、

本指針に従い、二次系配管の減肉検査を実施している。 

本指針の概要は、次のとおり。 

 

点検対象：一定の湿り度以上、温度範囲の二相流配管、一定の温度範囲の水

配管等のエルボ、オリフィス下流部、曲管等の偏流発生部及び下流

の配管口径の２倍の部位 

点検頻度：１．点検結果から計算上必要な肉厚になるまでの余寿命を評価し、

これが２年以下になるまでに点検を再度行う。 



                    

２．再度の点検結果から余寿命を再度評価し、これが２年を超え

る場合は２年以下になるまでに点検を再度行う（繰り返し）。

２年以下になる場合は耐食性材料（SUS304 等）等と取り替える。 

３．減肉傾向のない偏流発生部位について、１０年間に約２５％

の検査を行う。 

 

４．ＢＷＲプラントの配管減肉検査の現状 

 BWR プラント事業者は、各社独自で点検要領を定め、減肉検査を計画的に実

施している。点検要領の例は次のとおり。 

 

減肉管理対象：１．二相流部は、連続流動部あるいは短期流動部のある系統を対

象に箇所として配管曲がり部、絞り部などの変流部  

２．単相流動部は、基本的に流速が3m/ｓ以上を目安とし、かつ運転

温度６０℃以上の連続あるいは短期流動部の運転状態となる系

統を対象に、箇所として配管曲がり部、絞り部などの変流部 

配管の点検時期：健全性保証検査（減肉の有無確認）として２５%/１０年とし、それ

に加え、それぞれ点検周期を定めて、定点管理（減肉度合の確

認）、監視（減肉傾向の見つかったものの傾向監視）も合わせて行

う。 



 
破断箇所

 

 

   

 
破断状況 
図  サリー原子力発電所２号機事故



資料１－３－３

 

原子力安全・保安院における当面の対応 
 

平成１６年８月１１日 

原子力安全・保安院 

 

 

１．美浜発電所３号機への立入検査の実施 

 

 事故原因の究明を進めるため、電気事業法１０７条に基づき、美浜

発電所３号機への立入検査を実施する（今週末から来週にかけ実施す

る予定）。 

 

 

２．その他発電所への報告徴収命令による調査の実施 

 

電気事業法１０６条に基づく以下の内容の報告徴収命令（文書）を、

加圧水型軽水炉（ＰＷＲ）、沸騰水型原子炉（ＢＷＲ）、火力発電所（自

家発等を含めれば８００位あり）を有する事業者に対して発する（別添

１、２参照）。 

 

（１）二次系配管（ＰＷＲ）及び給・復水系配管（ＢＷＲ、火力）の減

肉の可能性のある未調査部位（ステンレスは除く）の有無について、

至急調査し、終了次第、当院へ報告すること。 

 

（２）上記（１）の調査の結果、未調査部位のあることが確認された場

合には、今後の対応策について当院へ報告すること。 



参 考 

 

美浜発電所３号機２次系配管破損事故調査委員会の設置について 

 

平成１ ６年８月１ ０日 

経済産業省原子力安全・保安院 

 

 本日、総合エネルギー調査会原子力安全・保安部会原子炉安全小委員会を開催

し、関西電力株式会社美浜発電所３号機において発生した２次系配管の破損事故

について調査・検討を進めるための標記調査委員会を設置した。 

 調査委員会の委員構成は以下のとおり。 

 

 

委員長 朝田 泰英 社団法人火力原子力発電技術協会技術顧問 

小林 英男 東京工業大学大学院理工学研究科教授 

柴田 勝之 日本原子力研究所東海研究所原子炉安全工学部研究主幹 

辻川 茂男 東京大学名誉教授 

班目 春樹 東京大学原子力研究総合センター教授 

宮 健三  慶應義塾大学大学院理工学研究科教授 

 

 

 今後の審議の進捗状況に応じ、必要あれば委員を追加する。 
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